（別紙様式１）

令和　　年　　月　　日
「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」策定後の具体的な取組推進
（地域等の特色を活かし具体的活動を推進する人材養成に係る先進事例の創出）
に係る委託事業一式に関する企画提案書
支出負担行為担当官
こども家庭庁成育局長　　殿
（申請者）所 在 地
　　　　　名称及び　
  　　　　代表者名
「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」策定後の具体的な取組推進（地域等の特色を活かし具体的活動を推進する人材養成に係る先進事例の創出）に係る委託事業一式の実施について、下記のとおり企画提案書を提出します。
記
１．具体的な取組の内容、実施方法等
	(1) 本事業に申請する目的 / 自地域における課題

	（ビジョンの実現に向けて自地域や自団体においてどのような課題があり、本事業を通じてどのようなことを実現したいと考えているか記載すること。）
（旧受託者等については、本事業の継続的な受託が真に必要となる理由を具体的に記載すること。）


	(2) 地域コーディネーターの選出方針

	（(1)で記載した課題の解決に向け、どのような者を地域コーディネーターとして選出する方針か記載すること。）



	(3) 具体的な取組内容

	（地域コーディネーターと連携して実施予定の取組内容を記載する。取組内容は、以下ア）及びイ）の両方の視点を包むものとすること。なお、ア）及びイ）の両方を一つの活動の中で実現することとしても差し支えない。）
（旧受託者等については、当該活動が令和６年度及び（又は）令和７年度に旧受託者等が行った活動に参加していない者を主な対象者とするものであること、又は地域コーディネーターの働きかけにより、新たな関係機関との連携や、これまで旧受託者等が行った活動に参加していない新たな対象者の参加が見込まれることについても記載すること。）
ア）各地域におけるビジョンの効果的な普及啓発
1） 乳幼児親子等と地域住民等の関わりや交流を生み出す機会の創出
※小中高生や学生、高齢者世代など、日頃こどもと関わりの少ない人もこどもの育ちに関心を持つことができるようにするコーディネート活動を、２件以上企画する。


	(4)本事業で見込まれる成果 / 本事業の成果を生かした取組の継続的な実施

	（本事業で見込まれる成果を記載するとともに、事業実施期間の終了後も、どのように本事業で見込まれる成果を日常的な取組に根付かせ、継続的な活動に繋いでいくか記載すること。）
（旧受託者等については、(3)で記載した活動内容が、次年度以降の継続的な活動実施や新たな取組の実施にどのように繋がるか具体的に記載するとともに、活動の成果や実践のノウハウがどのように全国展開に資するものとなるか、併せて記載すること。）


	(5)取組の運営体制 / 関係機関との役割分担

	（地域コーディネーターと連携して活動を実施するため、関係機関との役割分担を含め、どのような運営体制とするか記載すること。特に民間団体が申請する場合には、活動地域の地方公共団体との連携体制についても記入すること。）
（旧受託者等については、令和６年度及び（又は）令和７年度に養成した地域コーディネーターとの連携体制についても記載すること。）


	(6)実践のスケジュール（見込み）

	＊「●月に▲▲を実施」など、おおむねの箇条書きで可。




２．委託経費積算見込内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費項目
	金　　額
	積　算　内　訳

	人件費
	
	

	諸謝金
	
	

	旅費
	
	

	借損料
	
	

	消耗品費
	
	

	会議費
	
	

	通信運搬費
	
	

	雑役務費
	
	

	消費税相当額
	
	

	一般管理費
	
	

	再委託費
	
	

	合計
	
	－


【連絡担当者】
	所属（部署名）・役職
	

	氏名（ふりがな）
	

	電子メールアドレス
	

	直通電話番号
	


※上記以外で事業内容面の主担当者がいる場合
【連絡担当者】
	所属（部署名）・役職
	

	氏名（ふりがな）
	

	電子メールアドレス
	

	直通電話番号
	


【連携先の地方公共団体の担当者】 ※民間団体が申請する場合のみ記入
	所属（部署名）・役職
	

	氏名（ふりがな）
	

	電子メールアドレス
	

	直通電話番号
	


